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Ⅰ．事業概要 

1. 事業名 

地域高齢住民における認知症および軽度認知障害の有病率調査 

 

2. 背景・目的 

わが国では、総人口に占める 65 歳以上人口の割合が 1960 年の 5.7％から

2012 年の 24.1％へ 50 年間で 4 倍に増大し、それに伴い急増する認知症高齢者

が大きな医療・社会問題となっている。厚生労働省による認知症有病率の全国調

査の成績によれば、2012 年時点でのわが国における 65 歳以上の高齢者におけ

る認知症の有病率は 15％で、全国の患者数は約 462 万人と推計され、その数

は 2025 年には約 600 万人～700 万人に達すると見込まれている。そこで、認知

症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目

指し認知症の人や家族の視点を重視しながら｢共生｣と｢予防｣を車の両輪として施

策を推進する目的で、2019 年 6 月に認知症施策推進大綱が策定された。 

一方、最近の報告によると、世界の認知症罹患者数は 2050 年度までに 3 倍

に増加するが、わが国の教育環境や生活習慣の見直しなどのリスク低減策の効

果によりその増加率は 1.3 倍と分析対象国では最も低いと推定された（Lancet 

Public Health 2022;7:e105）。また、欧米における疫学調査によると、認知症の有

病率や罹患率は 1990 年代から 2000 年代まで比較的横ばいあるいは低下傾向

にあるとの報告が散見される（Lancet Neurol 2019;18:88、Nat Rev Neurol 2017;13:327, 

Lancet 2020;396:413）。このように認知症罹患数の時代的変化は、様々な施策によ

り影響を受ける可能性がある。そこで、わが国の認知症に対する施策の効果を評

価する上で地域高齢住民を対象に認知症および MCI の有病率の再調査を行うこ

とが重要である。 

本研究グループは、2016 年より「健康長寿社会の実現を目指した大規模認知

症コホート研究： Japan Prospective Studies Collaboration for Aging and 

Dementia (JPSC-AD)研究」を実施している（国立研究開発法人日本医療研究開

発機構（AMED）認知症研究開発事業）。この研究では、わが国の 8 地域（青森県

弘前市、岩手県矢巾町、石川県中島町、東京都荒川区、島根県海士町、愛媛県

中山町、福岡県久山町、熊本県荒尾市）の地域高齢住民を対象に、予め標準化

された調査項目や測定方法、認知症診断及び頭部 MRI 検査を用いたベースライ

ン調査を実施し、精度の高い認知症コホート研究を推進している。さらに、8 地域

のうちの石川県中島町、愛媛県中山町、福岡県久山町の 3 地域で実施した 65

歳以上の地域住民の悉皆調査（受診率 85％）の成績を用いて、2017 年の認知症

の有病率が 16.4％であることを報告した（Environ Health Prev Med. 2020;25:64）。

この成績は認知症施策推進大綱の策定の際に活用された。 
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本事業では、上述の 8 地域のうち、石川県中島町、島根県海士町、愛媛県中

山町、福岡県久山町の 4 地域の 65 歳以上の住民を対象に認知症および軽度認

知障害（MCI）の有病率の地域悉皆調査を実施し、現在のわが国の認知症および

MCI の現状を明らかにすることを目的とした。 

 

3. 実施期間 

2022 年 6 月 6 日（内示日）～2023 年 3 月 31 日 

 

4. 実施体制 

１） 調査班 

本事業では、以下で構成する調査班を設置した。 

氏名 所属 役職 

〇二宮 利治 
国立大学法人 九州大学 大学院医学研究院  

衛生・公衆衛生学分野 
教授 

小野 賢二郎 
国立大学法人 金沢大学 医薬保健研究域医学系  

脳老化・神経病態学 
教授 

中島 健二 独立行政法人国立病院機構松江医療センター 名誉院長 

伊賀 淳一 
国立大学法人 愛媛大学 大学院医学系研究科 

医学専攻分子・機能精神神経科学 
准教授 

（〇は研究班長、敬称略） 

2) 班会議実施状況と主な議事 

実施期間中に計 2 回の研究班会議を開催し、事業について検討を行った。 

班会議の各回の議事は以下に示す通りである。 

 

(1) 第 1 回 班会議 

       日時：2022 年 7 月 9 日（土） 

       議事： 

1. 本事業の概要の説明 

2. 各調査施設における本年度の調査計画について 

3. 自由討議 

(2) 第 2 回 班会議 

       日時：2023 年 1 月 28 日（土） 

       議事： 

1. 本事業の進捗状況、今後のスケジュールの説明 

2. 各調査施設における調査の進捗状況について 

3. 自由討議 
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Ⅱ．調査報告 

1. 調査目的 

わが国の 4 地域の 65 歳以上の住民を対象に認知症および軽度認知障害

（MCI）の有病率の地域悉皆調査を実施し、現在のわが国の認知症および MCI

の現状を明らかにする。 

 

2. 対象と方法 

１） 調査対象者 

福岡県粕屋郡久山町、石川県七尾市中島町、島根県隠岐郡海士町、愛媛県

伊予市中山町の 4 地域の 65 歳以上の地域住民約 7,000 人 

２） 調査デザイン 

地域悉皆調査（会場調査に加え自宅や入居施設の訪問調査も実施） 

３） 認知症の診断方法 

① 認知症の診断は認知機能調査票を用いて、二段階方式で行う研究対象

者に神経心理学的検査を用いた認知機能に関する面接調査（一次調査）

を施行する。面接調査はトレーニングを受けた医師・保健師・看護師・心

理士等が実施する。 

② 一次調査では、Mini-Mental State Examination (MMSE)を用いて認知機

能低下の有無の調査を行う。 

③ 一次調査で認知機能低下が疑われる者に対しては、精神科・脳神経内

科専門医による二次調査を行い、本人の診察、家族・主治医との面接、

臨床記録、Logical memory IIa subscale of Wechsler Memory Scale-

Revised の結果を通じて認知症および MCI の有無と重症度、病型を評価

する。認知症と MCI の診断基準にはそれぞれ DSM-ⅢR、Petersen の基

準（Petersen RC et al, Neurology, 2001）を用いる。 
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（一次調査用紙） 
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（二次調査用紙）
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４） 倫理面への配慮 

本調査は、2021 年 3 月 23 日に文部科学省・厚生労働省・経済産業省より公

表された「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に則って、

九州大学医学部倫理委員会および調査委託先の大学の倫理委員会の承認を得

て実施される。また調査受診者より疫学調査のインフォームド・コンセントを同意

文書にて新たに取得する。また、研究代表者および研究分担者は、対象者の個

人情報の漏洩を防ぐ上で細心の注意を払い、研究成果の公表は個人が特定さ

れない形で行う予定である。 

 

3. 調査結果 

久山町では、65歳以上の住民を対象に、2022年5月から11月まで認知機能に

関する会場調査を行い、その後未受診者を対象に訪問調査を実施した。島根

県隠岐郡海士町では、2022年3月から、石川県七尾市中島町では、2022年5月

から65歳以上の住民を対象に会場および訪問調査により認知機能調査を実

施した。さらに、愛媛県伊予市中山町においては、11月－12月に対象者への

健診の案内を郵送し、2023年1月より会場および訪問調査の実施を開始した。    

2023年3月31日時点で、対象住民7,028名のうち、4676名（受診率67％）に

おいて認知症調査の一次調査および二次調査を完了した。 

各地域の調査状況を下記に示す。   

              

  
福岡県 

久山町 

石川県 

中島町 

島根県 

海士町 

愛媛県 

中山町 
合計 

調査対象者数 2,438 2,218 907 1,465 7,028 

調査完了者 2,003 1,281 743 649 4,676 

受診率 82 58 82 44 67 

 

4. 今後の方針 

今後も訪問調査を継続し、地域高齢住民の認知症および MCI の有病率を明らか

にし、調査成績を基に認知症および MCI の年齢階級別有病率を算出し、わが国の人

口分布を用いてわが国の認知症および MCI の罹患者数を推計する予定である。 


